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長
野
県
は
合
併
問
題
で
混
乱
を

繰
り
返
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
山

口
村
の
岐
阜
県
中
津
川
市
へ
の
越

県
合
併
の
問
題
で
は
、
議
会
と
知

事
の
対
立
の
構
図
が
あ
ら
わ
に
な
っ
た
。

　

も
と
は
と
い
え
ば
、
理
念
な
き
「
平
成

の
大
合
併
」
そ
の
も
の
が
元
凶
で
あ
る
こ

と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
き
た
る
べ
き
道

州
制
へ
の
道
筋
も
示
さ
ず
、
長
年
積
み
上

げ
て
き
た
広
域
行
政
の
取
組
み
も
無
視

し
、
越
県
飛
び
地
な
ん
で
も
あ
り
、
と
に

か
く
自
治
体
の
数
だ
け
減
ら
せ
ば
そ
れ
で

よ
し
と
、
ア

メ
と
ム
チ
で

町
村
を
恫
喝

す
る
に
等
し

い
国
の
政
策

は
、
将
来
に

禍
根
を
残
す
こ
と
間
違
い
な
い
。

　

そ
の
意
味
で
は
、
田
中
長
野
県
知
事
が

寒
村
僻
地
の
自
立
を
応
援
し
、
信
州
が
誇

る
文
豪
島
崎
藤
村
の
生
地
で
あ
る
馬
篭
地

区
を
長
野
県
の
枠
組
み
の
中
に
留
め
て
お

き
た
い
と
願
う
心
情
は
よ
く
わ
か
る
の
だ

が
、
い
か
ん
せ
ん
反
旗
を
翻
す
の
が
遅
す

ぎ
た
。
行
政
が
主
導
し
て
進
め
て
き
た
合

併
を
、
そ
の
長
が
あ
と
に
な
っ
て
ひ
っ
く

り
返
そ
う
と
す
る
の
で
は
、
混
乱
す
る
の

は
現
場
の
村
民
だ
け
だ
ろ
う
。

　

こ
の
問
題
は
、
正
月
休
み
明
け
に
至
っ

て
つ
い
に
知
事
が
折
れ
る
か
た
ち
で
決
着

し
た
が
、
合
併
を
め
ぐ
る
根
本
の
問
題
は

な
に
ひ
と
つ
解
決
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の

ま
ま
で
は
、
全
国
い
た
る
と
こ
ろ
で
大
小

い
び
つ
な
自
治
体
が
併
存
し
て
錯
綜
し
た

輪
郭
線
を
描
く
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

私
が
住
む
長
野
県
東
御
市
は
、「
東
」
部

町
と
北
「
御
」
牧
村
が
合
併
し
た
た
め
旧

町
村
名
を
足
し
て
２
で
割
っ
た
市
名
に

な
っ
た
。
想
像
力
の
か
け
ら
も
な
い
命
名

で
あ
る
。
も
っ
と
も
東
部
町
と
い
う
名
も

以
前
の
合
併
で
そ
れ
ぞ
れ
の
旧
名
の
使
用

を
主
張
す
る

４
町
村
の
折

り
合
い
が
つ

か
ず
、
そ
れ

ま
で
慣
用
的

に
使
用
し
て

き
た
「
東
部
４
ヵ
町
村
」
と
い
う
行
政
上

の
分
類
名
に
落
ち
着
い
た
と
い
う
経
緯
が

あ
る
。

　

こ
ん
な
ふ
う
に
合
併
が
繰
り
返
さ
れ
て

折
衷
案
ば
か
り
が
新
名
称
と
し
て
採
用
さ

れ
て
い
く
と
、
い
ず
れ
は
歴
史
に
も
と
づ

い
た
由
緒
あ
る
地
名
が
交
じ
り
合
い
な
が

ら
消
滅
し
、
そ
の
土
地
が
つ
く
り
あ
げ
て

き
た
暮
し
の
イ
メ
ー
ジ
そ
の
も
の
が
次
代

に
伝
わ
ら
な
く
な
っ
て
し
ま
う
だ
ろ
う
。

2505号

伝
統
行
事
「
お
ん
ご
ろ
ど
ん
」（
京
都
）
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政 策

１
、
概　

要

� 
平
成　

年
度
の
市
町
村
の
財
政
は
、
人

１５

件
費（
１
・
６
％
減
）、投
資
的
経
費
（　

・
１３

４
％
減
）
等
の
歳
出
削
減
に
よ
る
行
革
努

力
な
ど
に
よ
り
収
支
指
標
は
若
干
改
善
さ

れ
た
も
の
の
、
赤
字
団
体
が
増
加
す
る
な

ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

� 
個
人
住
民
税
や
固
定
資
産
税
の
減
収

に
伴
い
地
方
税
収
総
額
が
３
・
３
％
減
少

す
る
な
ど
、
一
般
財
源
の
減
少
が
続
き
、

臨
時
財
政
対
策
債
（
２
兆
５
、
２
７
７
億

円
、　

・
３
％
増
）
等
に
大
幅
に
依
存
せ

８９

ざ
る
を
得
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

� 
経
常
収
支
比
率
及
び
起
債
制
限
比
率

は
と
も
に
高
い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
お

り
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
が
一
層
進
ん
で

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

� 
将
来
に
わ
た
る
実
質
的
な
財
政
負
担

に
つ
い
て
は
、
地
方
債
の
現
在
高
が
２
・

０
％
増
加
す
る
一
方
、
積
立
金
の
現
在
高

が
３
・
８
％
減
少
し
、
対
前
年
度
比
２
・

９
％
増
加
の　

兆
６
５
８
億
円
と
過
去
最

５８

高
水
準
に
及
ぶ
。

（
注
）
市
町
村
に
は
、
特
記
が
な
い
限
り
、

特
別
区
、
一
部
事
務
組
合
及
び
広
域
連
合

を
含
む
（
以
下
同
様
）。

２
、
決
算
規
模

　

歳
入
、
歳
出
と
も
に
前
年
度
決
算
額
を

下
回
っ
て
い
る
。

　

こ
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、
歳
入
に
つ

い
て
は
地
方
税
及
び
地
方
交
付
税
が
減
少

し
た
こ
と
、
歳
出
に
つ
い
て
は
人
件
費
及

び
普
通
建
設
事
業
費
を
中
心
と
す
る
投
資

的
経
費
が
減
少
し
た
こ
と
が
あ
げ
ら
れ

る
。（
表
１
参
照
）

表１　決算規模の状況 

51兆7,966億円 ▲2.2％ ▲1.2％ ▲6,008億円 51兆1,958億円 歳入総額 

50兆4,260億円 ▲1.9％ ▲1.3％ ▲6,415億円 49兆7,846億円 歳出総額 

平成14年度 前年度増減率 増減率 増減額 平成15年度 区　分 

表２　決算収支の状況 

9,439 10,568 1,13010,570実質収支 

▲1,146 ▲697 2,4091,263単年度収支 

▲1,995 1,586 3,3721,377実質単年度収支 

（注）形式収支 ：歳入歳出差引額 
実質収支 ：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額 
単年度収支 ：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額 
実質単年度収支 ：単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及

び地方債の繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取
崩し額）を差し引いた額 

13,705 15,322 40714,112形式収支 

平成14年度 
（Ｂ） 平成13年度 平成15年度 

（Ａ） 

増　減　額 
（Ａ）－（Ｂ） 

決　算　額 
区　分 

表３　実質収支が赤字の団体数について 

23団体（8団体） 3団体（6団体） 26団体（14団体） 赤字団体数 

（注）赤字団体数の括弧内は、打切決算（市町村合併等により、出納整理期間中の歳出
歳入がないこと）により赤字となった団体数であり、括弧外の団体数の外数。 

平成14年度 増　減 平成15年度 
 

（単位：億円） 

　

総
務
省
は
こ
の
ほ
ど
、
全
国
の
市
町
村
（
東
京　

区
と
一
部
事
務
組
合
を
含
む
）

23

の
平
成　

年
度
普
通
会
計
決
算
の
概
況
を
発
表
し
た
。

15

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
歳
入
総
額
は
前
年
度
比
1
・
2
％
減
の　

兆
1
、
9
5
8
億

51

円
は
4
年
連
続
の
縮
小
、
歳
出
総
額
は
同
1
・
3
％
減
の　

兆
7
、
8
4
6
億
円

49

で
決
算
規
模
の
縮
小
が
続
い
て
い
る
。
歳
入
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
及
び
地
方
交

付
税
の
減
少
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
人
件
費
及
び
普
通
建
設
事
業
費
を
中
心
と
す

る
投
資
的
経
費
の
減
少
が
そ
れ
ぞ
れ
主
な
原
因
と
な
っ
て
い
る
。

　

人
件
費
や
投
資
的
経
費
等
の
歳
出
削
減
に
よ
る
行
革
努
力
に
よ
り
、
単
年
度
収

支
、
実
質
単
年
度
収
支
は
前
年
度
に
比
べ
る
と
や
や
改
善
さ
れ
た
が
、
地
方
交
付

税
や
税
収
が
減
る
中
で
、
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
に
大
幅
に
依
存
し
て
い
る
の
が

実
情
で
、
市
町
村
の
財
政
状
況
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
経
常
収
支

比
率
（　

・
4
％
）、
起
債
制
限
比
率
（　

・
0
％
）
と
も
に
高
水
準
に
と
ど
ま
っ

87

11

て
お
り
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
は
一
層
進
ん
で
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

平成15年度 市町村決算の概要 市町村決算の概要 市町村決算の概要 総 務 省 

歳入・歳出ともに縮小傾向続く歳入・歳出ともに縮小傾向続く
―財政構造の硬直化がさらに進行―
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政 策

３
、
決
算
収
支

� 
実
質
収
支
は
１
兆
５
７
０
億
円
の
黒

字
（
前
年
度
９
、
４
３
９
億
円
）。

　

単
年
度
収
支
は
３
年
ぶ
り
に
、
実
質
単

年
度
収
支
に
つ
い
て
は
２
年
ぶ
り
に
黒
字

に
転
じ
て
い
る
。（
表
２
参
照
）

� 
実
質
収
支
が
赤
字
の
市
町
村
は
前
年

度
よ
り
３
団
体
多
い　

団
体
。（
う
ち
町
村

２６

は
８
団
体
）な
お
、市
町
村
合
併
に
伴
う
打

切
り
決
算
に
よ
り
、こ
れ
以
外
に　

団
体

１４

が
赤
字
。（
表
３
参
照
）

４
、
歳　

入

� 
地
方
税

　

個
人
住
民
税
及
び
固
定
資
産
税
の
減
少

等
に
伴
い
、
前
年
度
よ
り
５
、
８
２
６
億

円（
３
・
３
％
）減
の　

兆
２
、
３
９
７
億
円

１７

（
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
前
年
度
よ

り
０
・
７
％
ポ
イ
ン
ト
低
下
の　

・
７
％
）。

３３

� 
地
方
交
付
税

　

前
年
度
よ
り
６
、
３
６
３
億
円
（
７
・

３
％
）
減
の
８
兆
９
０
８
億
円
。

� 
一
般
財
源

　

地
方
税
及
び
地
方
交
付
税
の
減
少
等
に

伴
い
、
前
年
度
決
算
額
を
下
回
っ
て
い
る

（
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
前
年
度
よ

り
１
・
６
％
ポ
イ
ン
ト
低
下
の　

・
３
％
）。

５５

� 
国
庫
支
出
金

　

児
童
扶
養
手
当
給
付
事
業
の
都
道
府
県

か
ら
市
町
村
へ
の
事
務
移
管
及
び
措
置
制

度
の
支
援
費
制
度
へ
の
移
行
に
伴
う
知
的

障
害
者
福
祉
施
設
措
置
費
の
都
道
府
県
か

ら
町
村
へ
の
事
務
移
管
に
伴
う
国
庫
支
出

金
の
増
加
を
主
な
背
景
と
し
て
、
前
年
度

よ
り
４
、
２
０
５
億
円
（
８
・
８
％
）
増

の
５
兆
２
、
１
８
１
億
円
。

� 
地
方
債

　

臨
時
財
政
対
策
債
の
増
加
、
特
定
資
金

公
共
投
資
事
業
債
の
減
少
等
に
よ
り
、
前

表４　歳入の内訳 

増減率 増減額 構成比 決算額 構成比 決算額 

 4.9
▲ 1.7
▲ 7.3
 5.1
▲ 3.8
 8.8
 9.8
▲ 1.3
▲ 0.6
 6.1
 89.3
 20.0
▲ 98.7
▲ 2.6
▲ 1.2

 5.5

▲ 3.3
 242
▲ 111
▲ 6,363
 887
▲ 11,170
 4,205
 498
▲ 154
▲ 130
 3,546
 11,924
 472
▲ 2,146
▲ 2,459
▲ 6,008

 5,561

▲ 5,826
1.0
1.3
16.8
3.4
56.9
9.3
1.0
2.3
4.4
11.3
2.6
0.5
0.4
18.1
100.0

19.4

34.4
4,957
6,660
87,270
17,397
294,508
47,976
5,075
11,795
22,685
58,509
13,353
2,364
2,175
94,228
517,966

100,624

178,223
1.0
1.3
15.8
3.5
55.3
10.2
1.1
2.3
4.4
12.1
4.9
0.6
0.0
18.0
100.0

20.7

33.7
5,199
6,549
80,908
18,285
283,338
52,181
5,573
11,641
22,554
62,056
25,277
2,837
28

91,829
511,958

106,185

172,397
地方譲与税 
地方特例交付金 
地方交付税 
地方消費税交付金等各種交付金 
小計（一般財源） 
国庫支出金 
うち児童保護費負担金  
うち普通建設事業費支出金  
都道府県支出金 
地方債 
うち臨時財政対策債  
うち減税補てん債  
うち特例資金公共投資事業債  
その他 
歳入合計 

（注１）「地方税」には、東京都が徴収した市町村税相当額は含まない。 
（注２）「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金を含めず、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
（注３）端数処理により内訳と合計が一致しないことがある（以下の表において同じ）。 

うち地方交付税 
＋臨時財政対策債 

 

地方税 
 1.0
▲ 0.1
▲ 5.9
▲ 27.8
▲ 4.9
▲ 2.3
 7.1
▲ 19.5
▲ 2.6
 9.2
 118.8
▲ 1.8
 637.6
 0.7
▲ 2.2

 1.8

▲ 1.8

比　較 平成14年度 平成15年度 
区　分 前年度 

増減率 

（単位：億円、％） 

表６　目的別歳出決算の状況 （単位：億円、％） 

増減率 増減額 構成比 決算額 構成比 決算額 
 2.7 1,71912.462,64212.964,361総務費 ▲ 4.4
 5.9 6,62722.3112,67824.0119,306民生費  3.3
▲ 10.4▲ 5,24310.050,3109.145,067衛生費 ▲ 3.7
▲ 5.3▲ 1020.41,9180.41,816労働費 ▲ 4.7
▲ 7.2▲ 1,4043.919,5803.7 農林水産費 ▲ 7.0
▲ 5.1▲ 9183.617,9883.417,070商工費 ▲ 5.8
▲ 4.8▲ 4,27817.688,66016.984,382土木費 ▲ 4.8
▲ 2.1▲ 3623.417,1373.416,775消防費 ▲ 0.2
▲ 4.5▲ 2,68111.759,02511.356,344教育費 ▲ 2.4
▲ 8.1▲ 1150.31,4210.31,306災害復旧費 ▲ 15.1
 0.7 44113.065,57613.366,017公債費  1.6
 1.4▲ 1001.47,3251.37,226その他  8.7
▲ 1.3▲ 6,415100.0504,260100.0497,846歳出合計 ▲ 1.9

比　較 平成14年度 平成15年度 
区　分 前年度 

増減率 

表５　性質別歳出決算の状況 

増減率 

▲ 1.6
 11.8
 0.7
▲ 13.4
▲ 13.4
▲ 19.1
▲ 10.4
▲ 7.9
▲ 12.1
 8.5
▲ 6.8
 1.4
▲ 0.6
 12.1
▲ 1.9
▲ 1.3

 2.2
増減額 

▲ 1,767
 6,310
 433
▲ 13,841
▲ 13,718
▲ 6,980
▲ 6,322
▲ 112
▲ 137
 24
▲ 11
 2,450
▲ 198
 1,119
▲ 355
▲ 6,415

 4,977

比　較 
構成比 

21.3
10.6
13.0
20.6
20.2
7.3
12.1
0.3
0.2
0.1
0.0
34.4
6.9
1.8
3.7
100.0

45.0
決算額 

107,646
53,652
65,503
103,674
102,092
36,566
60,889
1,418
1,129
289
164

173,786
34,695
9,214
18,411
504,260

226,801

平成14年度 
構成比 

21.3
12.0
13.2
18.0
17.8
5.9
11.0
0.3
0.2
0.1
0.0
35.4
6.9
2.1
3.6

100.0

46.6
決算額 

105,879
59,962
65,936
89,833
88,374
29,586
54,567
1,306
992
313
153

176,236
34,497
10,333
18,056
497,846

231,778

平成15年度 

人件費  
扶助費  
公債費  
投資的経費 
普通建設事業費  
　うち補助事業費  
　うち単独事業費  
災害復旧事業費  
　うち補助事業費  
　うち単独事業費  
失業対策事業費  
その他経費 
うち補助費等  
うち積立金  
うち貸付金  
歳出合計 

義務的経費 

区　分 

▲ 2.5
 6.7
 1.6
▲ 7.8
▲ 7.6
▲ 6.7
▲ 7.9
▲ 15.2
▲ 10.0
▲ 30.5
▲ 39.5
▲ 1.5
 0.9
▲ 24.3
▲ 7.4
▲ 1.9

 0.7

前年度 
増減率 

（単位：億円、％） 



町 村 週 報第２５０５号 （第三種郵便物認可） 平成１７年１月１７日 ４

政 策

年
度
よ
り
３
、
５
４
６
億
円
（
６
・
１
％
）

増
の
６
兆
２
、
０
５
６
億
円
。
地
方
債
依

存
度
（
歳
入
総
額
に
占
め
る
地
方
債
の
割

合
）
は
、
０
・
８
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
の

　

・
１
％
。（
表
４
参
照
）

１２５
、
歳
出

（
性
質
別
）

� 
義
務
的
経
費

　

人
件
費
が
減
少
し
た
一
方
、
扶
助
費
が

著
し
く
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
増
加
。
人

件
費
は
、
職
員
給
の
減
等
に
よ
り
減
少
。

扶
助
費
は
、
児
童
扶
養
手
当
給
付
事
業
の

都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ
の
事
務
移
管

（
影
響
額
推
計
２
、
６
６
２
億
円
）、
措
置

制
度
の
支
援
費
制
度
へ
の
移
行
に
伴
う
知

的
障
害
者
福
祉
施
設
措
置
費
の
都
道
府
県

か
ら
町
村
へ
の
事
務
移
管
（
影
響
額
推
計

２
、
６
６
８
億
円
）
等
に
伴
い
増
加
。

� 
投
資
的
経
費

　

投
資
的
経
費
の
大
部
分
を
占
め
る
普
通

建
設
事
業
費
が
補
助
事
業
費
、
単
独
事
業

費
と
も
に
大
き
く
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、

前
年
度
決
算
額
を
下
回
っ
て
い
る
。（
表

５
参
照
）

（
目
的
別
）

　

土
木
費
、
衛
生
費
、
教
育
費
及
び
農
林

水
産
業
費
等
が
減
少
し
、
民
生
費
等
が
増

加
。
こ
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、
土
木

費
、
衛
生
費
、
教
育
費
及
び
農
林
水
産
業

費
に
つ
い
て
は
普
通
建
設
事
業
費
の
減
少

が
、
ま
た
民
生
費
に
つ
い
て
は
、
児
童
扶

養
手
当
給
付
事
業
の
都
道
府
県
か
ら
の
事

務
移
管
、
措
置
制
度
の
支
援
費
制
度
へ
の

移
行
に
伴
う
知
的
障
害
者
福
祉
施
設
措
置

費
の
都
道
府
県
か
ら
の
事
務
移
管
等
が
あ

げ
ら
れ
る
。（
表
６
参
照
）

６
、
財
政
構
造
の
弾
力
性

� 
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
と
同
率
の

　

・
４
％
。

８７� 
起
債
制
限
比
率
は
、
前
年
度
よ
り
０
・

１
％
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、　

・
０
％
。（
表

１１

７
・
８
参
照
）

７
、
将
来
に
渡
る
実
質
的
な
財
政

負
担

� 
地
方
債
現
在
高
は
、
前
年
度
末
と
比
べ

２
・
０
％
増
加
し
、　

兆
３
、０
７
６
億
円
。

６１

� 
将
来
に
わ
た
る
実
質
的
な
財
政
負
担

は
、
地
方
債
現
在
高
の
増
加
、
積
立
金
現

在
高
の
減
少
等
に
よ
り
、
前
年
度
末
と
比

べ
２
・
９
％
増
加
の　

兆
６
５
８
億
円
。

５８

（
表
９
参
照
）

表８　経常収支比率の段階別団体数の状況 
（1）経常収支比率 

（1.0％） 
31 

（14.5％） 
454 

（56.1％） 
1,757 

（25.7％） 
806 

（2.7％） 
84 

（100.0％） 
3,132 

平成15年度 

（1.3％） 
43 

（15.4％） 
495 

（57.6％） 
1,849 

（23.6％） 
757 

（2.1％） 
68 

（100.0％） 
3,212 

平成14年度 

70％未満 
　 

70％以上 
80％未満 

80％以上 
90％未満 

90％以上 
100％未満 

100％以上 
　 合　計 区　分 

（2）起債制限比率 

（7.0％） 
221 

（43.8％） 
1,382 

（43.2％） 
1,363 

（5.7％） 
181 

（0.3％） 
8 

（100.0％） 
3,155 

平成15年度 

（7.3％） 
235 

（45.7％） 
1,478 

（42.7％） 
1,380 

（4.2％） 
136 

（0.2％） 
6 

（100.0％） 
3,235 

平成14年度 

5％未満 
　 

　5％以上 
10％未満 

10％以上 
15％未満 

15％以上 
20％未満 

20％以上 
　 合　計 区　分 

表７　財政指標の状況 

11.0％ 87.4％ 平成15年度 

10.9％ 87.4％ 平成14年度 

0.1％ －　 差 

起債制限比率 経常収支比率  

（注１）いずれも加重平均である。 
（注２）経常収支比率は特別区、一部事務組合及び

広域連合を除き、起債制限比率は特別区を
含み一部事務組合及び広域連合を除く。 

（注）地方債現在高には、特定資金公共投資事業債を含まない。 

表９　将来にわたる実質的な財政負担の状況 

2.0％ 

0.7％ 

▲7.9％ 

2.9％ 

▲6.1％ 

1.9％ 

▲3.8％ 

増減率 

60兆1,068億円 

6兆6,760億円 

1兆3,939億円 

56兆4,185億円 
（196.80％） 

5兆7,169億円 

3兆2,534億円 

10兆3,643億円 

平成14年度 

地方債現在高　　Ａ 61兆3,076億円 

債務負担行為額　Ｂ 6兆7,257億円 

減債基金 1兆2,835億円 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 
（対標準財政規模） 

58兆658億円 
（213.80％） 

その他特定目的基金 5兆3,684億円 

財政調整基金 

 

3兆3,156億円 

積立金現在高　　Ｃ 9兆9,675億円 

区　分 平成15年度 

1兆2,008億円 

497億円 

▲1,104億円 

1兆6,473億円 

▲3,485億円 

622億円 

▲3,967億円 

増減額 

1.4％ 

▲4.9％ 

▲9.2％ 

1.9％ 

▲6.2％ 

▲1.6％ 

▲5.3％ 

前年度増減率 

【
参　

考
】

○
実
質
収
支
と
実
質
単
年
度
収
支

・
実
質
収
支
と
は
、
歳
入
決
算
額
か
ら
歳
出
決

算
額
を
単
純
に
差
し
引
い
た
額
（
形
式
収
支
）

か
ら
、
翌
年
度
へ
の
繰
越
し
財
源
（
継
続
費
の

逓
次
繰
越
﹇
執
行
残
額
﹈、
繰
越
明
許
費
繰
越
等

に
伴
い
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
）
を
差

し
引
い
た
も
の
。
こ
れ
に
は
過
去
か
ら
の
収
支

の
赤
字
・
黒
字
要
素
が
含
ま
れ
て
い
る
。

・
実
質
単
年
度
収
支
と
は
、
実
質
収
支
か
ら
前

年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
額
（
単
年
度

収
支
）
か
ら
、
実
質
的
な
赤
字
・
黒
字
要
素

（
財
政
調
整
積
立
金
、
財
政
調
整
基
金
の
取
崩

し
、
地
方
債
繰
上
償
還
）
を
加
減
し
た
も
の
。

当
該
年
度
だ
け
の
実
質
的
な
収
支
を
把
握
す
る

た
め
の
指
標
。

○
経
常
収
支
比
率

　

地
方
税
、
普
通
交
付
税
の
よ
う
に
使
途
が
特

定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
毎
年
度
経
常
的
に
収
入
さ

れ
る
財
源
の
う
ち
、
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
の
よ
う
に
毎
年
度
経
常
的
に
支
出
さ
れ
る
経

費
に
充
当
さ
れ
た
も
の
が
占
め
る
割
合
。

○
起
債
制
限
比
率

　

地
方
税
、
普
通
交
付
税
の
よ
う
に
使
途
が
特

定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
毎
年
度
経
常
的
に
収
入
さ

れ
る
財
源
の
う
ち
、
公
債
費
（
普
通
交
付
税
が

措
置
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）
に
充
当
さ
れ
た
も

の
の
占
め
る
割
合
。


